
令和３年９月号掲載 

男女共同参画社会をつくる 

～男女共同参画に関するＱ＆Ａ～ 

 

Ｑ８２   我が国で、新型コロナの感染が拡大した令和２（２０２０）年以降（以下、

「コロナ下」という。）の男女の就業に関する状況を教えて下さい。 

 

Ａ８２   

 （男女別の就業者数の推移） 

      コロナ下の就業状況を概観するため、平成３１（２０１９）年１月以降の

就業者数の推移を見ると、男女ともに、緊急事態宣言が発出された令和２（２

０２０）年４月に前の月と比べて就業者数が大幅に減少しており、男女で比

較すると、女性は７０万人の減少、男性は３９万人の減少と、女性の減少幅

の方が大きい。また、緊急事態宣言後の推移を見ると、就業者数は男女とも

に持ち直しの動きが見られるものの、令和２（２０２０）年１１月頃からお

おむね横ばい圏内で推移しており、依然としてコロナ下以前の水準を下回っ

ている（I－特－１図）。 
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      （就業者数の推移を年齢階級別に前年同月差の推移） 

同月差で見ると、男女ともに、緊急事態宣言が発出された令和２（２０２ 

０）年４月以降、５４歳以下の幅広い年齢階級において、減少幅の拡大や、 

減少に転じる動きが見られる（I－特－２図）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        （産業別就業者数の前年同月差の推移） 

就業者数の増減を産業別に見ると、緊急事態宣言中の令和２（２０２０）

年４月から５月の前年同月差の一月当たり平均は、女性は「飲食サービス業

（２５.０万人減少）」、「生活関連サービス業、娯楽業（１７.０万人減少）」、

「小売業（１５.５万人減少）」の順に、男性は「飲食サービス業（１３.０万

人減少）」、「建設業（１２.０万人減少）」、「製造業（１０.５万人減少）」・「小

売業（１０.５万人減少）」の順に、減少幅が大きい。 

令和２（２０２０）年６月から１２月の前年同月差の一月当たり平均では、

女性は「飲食サービス業（１８.０万人減少）」、「製造業（１０.７万人減少）」、

「生活関連サービス業、娯楽業（６.４万人減少）」の順に、男性は「製造業

２ 

３ 



（９.１万人減少）」、「飲食サービス業（８.７万人減少）」、「建設業（６.１万

人減少）」の順に、減少幅が大きい。なお、令和２（２０２０）年６月から１

２月の前年同月差の一月当たり平均で、就業者数の増加幅が大きい産業は、

女性は「医療（８.３万人増加）」、「金融業、保険業（４.９万人増加）」、「福

祉（４.４万人増加）」、男性は「情報通信業（９.７万人増加）」、「不動産業、

物品賃貸業（８.６万人増加）」となっている（I－特－３図）。 
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